
第３号議案

宮城県教育委員会統計調査条例施行規則の制定について

宮城県教育委員会統計調査条例施行規則を別紙のとおり制定する。

令和２年３月２５日提出

宮城県教育委員会教育長 伊東 昭代

第３号議案
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宮
城
県
教
育
委
員
会
統
計
調
査
条
例
施
行
規
則

統
計
調
査
条
例
（
平
成
四
年
宮
城
県
条
例
第
十
五
号
）
の
施
行
に
つ
い
て
は
、
知
事
が
行
う
県
統
計
調
査
の
例
に
よ

る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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宮城県教育委員会統計調査条例施行規則の制定の概要

１ 制定理由

統計調査条例（平成４年宮城県条例第１５号）では，知事その他の執行
機関は，国の行政機関又は他の地方公共団体が統計の作成等を行う場合に
限り，その行った県統計調査に係る調査票情報を，当該国の行政機関又は
他の地方公共団体に対して提供することができるとされている。

今般，当該条例の一部改正により，調査票情報を提供することができる
者等の範囲が拡大され，その具体については，執行機関が規則で定めるこ
ととされたため，新たに教育委員会規則を制定するもの。

２ 制定内容

教育委員会が行う統計調査については，知事の行う県統計調査の例によ
るものとし，以下について定めるもの。
（１）県基幹統計調査の立入検査をする者に携帯させる立入検査従事証明

書の様式
（２）調査票情報の提供を受けることができる者
（３）調査票情報の提供を受けることができる統計の種類

３ 施 行 日

令和２年４月１日
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県
統
計
調
査
に
か
か
る
調
査
票
情
報
の
提
供
対
象
者
の
拡
大
に
つ
い
て
（
イ
メ
ー
ジ
図
）

利
用
目
的

→

【
条
例
】

【
条
例
】

【
施
行
規
則
】

【
施
行
規
則
】

 
・
統
計
法
第
2
条
第
2
項
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人
等
（
※
１
）

 
・
統
計
法
施
行
規
則
第
1
0
条
で
規
定
す
る
者
（
※
２
）

 
・
公
的
機
関
か
ら
委
託
さ
れ
，
又
は
共
同
で
行
う
調
査
研
究
に
か
か
る

 
 
統
計
の
作
成
等

 
・
公
的
機
関
が
費
用
を
補
助
す
る
調
査
研
究
に
か
か
る
統
計
の
作
成
等

 
・
公
的
機
関
が
，
有
用
又
は
特
別
な
事
由
と
認
め
る
統
計
の
作
成
等

【
条
例
】
・
・
・
統
計
調
査
条
例
（
平
成
4
年
条
例
第
1
5
号
）
 
【
施
行
規
則
】
・
・
・
宮
城
県
教
育
委
員
会
統
計
調
査
条
例
施
行
規
則
（
統
計
調
査
条
例
施
行
規
則
と
同
様
）

※
１
・
・
・
独
立
行
政
法
人
の
ほ
か
，
国
立
大
学
法
人
，
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
，
日
本
銀
行
，
日
本
年
金
機
構
，
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
，
放
送
大
学
学
園
等

※
２
・
・
・
会
計
検
査
院
，
地
方
独
立
行
政
法
人
（
県
内
で
は
子
ど
も
病
院
，
宮
城
大
学
，
県
立
病
院
機
構
）
，
地
方
３
公
社
（
道
路
，
土
地
開
発
，
住
宅
供
給
）

新

調
査
票
情
報
の
提
供
対
象
者

（
新
設
）

○
こ
れ
に
準
ず
る
者
と
し
て
規
則
で
定
め
る
者

○
上
記
の
者
（
「
公
的
機
関
」
と
い
う
。
）
が
行

う
統
計
の
作
成
等
と
同
等
の
公
益
性
を
有
す
る
統

計
の
作
成
等
と
し
て
規
則
で
定
め
る
も
の
を
行
う

者○
他
の
地
方
公
共
団
体

○
国
の
行
政
機
関

（
新
設
）

（
新
設
）

○
他
の
地
方
公
共
団
体

○
国
の
行
政
機
関

（
新
設
）

旧
（
現
行
）

統
計
の
作
成
等

の
み

統
計
の
作
成
等

又
は

調
査
対
象
者

名
簿
の
作
成
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